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1990 年代後半以降，日本国内において刑法
犯の認知件数が急激に上昇し，人々は治安悪
化・犯罪被害への不安を覚えるようになった。
同時に，犯罪に至る要因や犯罪者の処遇につい
ての議論が活発化した。しかし，犯罪について
議論する際，その中でも再犯について深く考
慮していく必要がある。というのも，1948～
2006 年において我が国で発生している犯罪の
実に 6割が全犯罪者の 3割に過ぎない再犯者に
よって引き起こされており，近年一般刑法犯検
挙人員中の再犯者率と刑務所入所受刑者中の
再入受刑者比率が上昇を続けているからであ
り，再犯防止に努めることが，かつて世界か
ら認められた「世界一安全な国，日本」を再
び作っていく上で重要だからである。国内に
おいて再犯問題が注目されるようになったの
は 2000 年代以降である。刑務所出所者による
重大再犯の発生を受けて，それまではともすれ
ば刑の判決以降忘れ去られていた犯罪者のその
後が注目されるようになり，刑務所出所後，彼
らが再び犯罪に手を染めている状況が問題視さ
れるようになった。こうした再犯問題の顕在化
を受けて，政府は 2003 年に犯罪対策閣僚会議
を設置し，「犯罪に強い社会の実現のための行
動計画－「世界一安全な国，日本」の復活を目
指して－」を策定したのを皮切りに再犯要因の
研究や再犯防止対策を打ち出し，民間事業者等
と連携しながら再犯者の改善更生に取り組ん
だ。結果として，これらの施策と並行するよう
に，犯罪認知件数は 2006 年をピークに減少し
ている。しかしその実態を見ると，平成 28 年

度犯罪白書によれば初犯者検挙人員数は 2015
年で 126752 人とピーク時の 2004 年（250030
人）から約 50%も減少しているのに対し，再
犯者検挙人員は 2015 年で 115005 人とピーク時
の 2006 年（149164 人）から約 23%しか減少
していないことから，政府の取り組みが成功し
ているとは言い難い。事実，平成 27 年度犯罪
白書によると，刑務所入所度数が 5度以上の者
の約 8割が犯行時無職であり，また約 3割が犯
行時住居不定であり，再犯を繰り返す者への支
援が十分機能していないと考えられる。しか
し，一口に犯罪と言っても殺人や窃盗，知能犯
等内容は多岐にわたり，犯罪の内容によって犯
罪に至る要因は異なると考えられる。それゆえ
に特定の犯罪において要因分析を行った研究は
数多くあるが，多くの犯罪に共通する要因を探
る研究はそう多くない。また，政府の再犯防止
対策が本格化したのはこの 10 年ほどの間であ
り，データ不足ということもあり，近年の取り
組みの評価を行ったものはなかった。よって
本稿では，過去 20 年分の時系列データを用い
て，刑務所出所者がどのような要因によって再
犯に至るのか，政府や民間による再犯防止策は
どの程度効果を発揮しているのかを，重回帰分
析を用いて検証を試みた。刑務所入所受刑者中
の再入受刑者数及び保護観察付執行猶予開始人
員数を被説明変数として用い，過去の出所受刑
者数・保護観察付執行猶予開始人員数や仮釈放
率を用いて調整を行いながら，経済変動の指標
として完全失業率と景気動向指数を，民間によ
る刑務所出所者支援策の指標として協力雇用主
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登録事業者数と更生保護施設収容委託人員を用
いてモデルを構成した。また，2005 年以降の
政府の法改正による刑法の厳罰化・刑の長期化
と，2000 年代中盤からの政府による再犯防止
対策強化についての政府の施策の効果を，それ
ぞれダミー変数を用いることで観察した。分析
の結果，再入受刑者数については，自由度修正
済み決定係数の値が 0 .9585 と，非常に高い値
となり，本稿にて作成したモデルの当てはまり
が非常に良いことが示された。各説明変数につ
いては，完全失業率の変動が再入受刑者数と有
意に正の相関を持つことが示され，近年の景気
回復が犯歴者の社会復帰につながり，結果とし
て再犯防止につながっていることが示された。
一方で景気動向指数との相関については有意な
結果は得られず，刑務所出所者が改善更生する
為にはまず職を得て，経済的に自立することが
重要であるということが示唆された。民間協力
者に関しては，協力雇用主登録事業者数は再入
受刑者数を有意に減少させていることが示され
たが，回帰係数の値が小さかったことと，また
更生保護施設収容委託人員については有意な結
果が得られなかったことから，今後制度の改善
が求められることが示唆された。刑法厳罰化ダ
ミーについては，有意な結果が得られず，受刑
者に厳罰を与えて反省を促すことで再犯を防止
するという一見正しく見える施策では再犯問題
の解決にならないという興味深い結果が得られ
た。保護観察付執行猶予開始人員数について
は，自由度修正済み決定係数の値が 0.9564 と
こちらも非常に当てはまりが良いという結果が
示された。各説明変数については，再入受刑者
数について作成したモデルと比較して，完全失
業率と協力雇用主登録事業者数の回帰係数が有
意でなくなっており，執行猶予者は刑務所出所
者と比較して，社会復帰する上で重要な就労，
そして経済的な自立の問題は少ないということ
が示された。このように，再犯には様々な要因
が関係しており，特に社会変動の影響が強いこ

とからも，再犯問題を再犯者自身の問題ととら
えるのではなく，社会の一員として自立を促す
支援体制を社会全体で作っていくことが重要で
ある。


